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研究成果の概要（和文）：２１GHｚ帯衛星放送の大容量化を実現する手段として、多値変調方

式と直交偏波共用方式を取り上げ降雨時の品質劣化をシミュレーションで実施した。その結果

多値変調方式の有効性、降雨減衰対策の必要性が明らかとなった。降雨減衰対策として、ダイ

バーシティ技術の効果を日本及びアジアでの降雨強度、降雨減衰観測結果をもとに定量的に評

価し、ダイバーシティ技術の有効性を示した。 
 
研究成果の概要（英文）： We propose 16- and 32-ary modulation schemes and dual-polarized 
scheme as methods to increase satellite broadcasting capacity significantly.  Link 
performance is simulated using MATLAB/SIMULINK software assuming modulated signal 
propagates in rain-filled medium.  We noticed the above methods are available if 
attenuation countermeasure technology works effectively.  As for attenuation 
countermeasure technology, we evaluated quantitatively diversity methods using rainfall 
rate and attenuation data measured in Japan and Asian countries. 
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１．研究開始当初の背景 
 ２１GHｚ帯衛星放送システムは、その帯域
の広さ等から、高速・大容量の情報通信シス
テムとなることがあきらかであり、通信・放
送融合を背景に、種々の情報通信サービス応
用が検討されてきている。ただし、その実用
化検討にあたっては、現行の衛星放送用周波
数帯である１２GHｚ帯に比して周波数が高
いために、対流圏気象粒子、特に降雨による
電波伝搬特性の劣化の把握と、その回線品質
に及ぼす影響の評価と品質劣化軽減技術の

確立が大前提となる。残念ながら、この降雨
対策技術の未成熟さが大きな理由となり、ま
た、高速・大容量衛星情報通信サービスのイ
メージが定まらないことも手伝って、2007年
からの周波数帯解禁にも係わらず、世界で 21
ＧＨｚ帯衛星放送システムの実用化への動
きは未だみられていない。 
 日本は、スーパーハイビジョンなどの高度
放送コンテンツ技術や降雨減衰対策技術に
ついて成果を挙げており、また衛星放送の実
用化を世界に先駆けて成功させた国でもあ
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ることから、この２１GHｚ帯衛星放送シス
テムを世界に先駆けて実用化させることが
期待されている。特に、降雨減衰対策技術に
ついて進展が図れれば、日本のみならず、強
雨地域であるが故に現行衛星放送サービス
さえも十分に享受できていないアジア地域
の国々への技術的貢献も大いに期待されて
いる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、国際電気通信連合において、
次世代衛星放送システム用の下りリンク周
波数として割り当てが決められている２１
GHｚ帯を用いた衛星放送システムの高速・
大容量化技術及び降雨等の気象粒子による
回線品質劣化を補償する対策技術を提案し、
その効果について定量的に評価することを
目的とする。 
 これらの技術は２１GHｚ帯衛星放送シス
テムのみならず、１２GHｚ帯衛星放送でさえ
も降雨時に高品質な受信ができないことが
多いアジア多雨地域での降雨減衰対策技術
としても有益であり日本のアジア諸国への
技術貢献にも資するものである。 
 
３．研究の方法 
（１）本システムの高速・大容量化は、直交
偏波共用と多値変調の組み合わせで実現す
るものとし、衛星中継器の帯域制限や非線形
性による性能劣化、降雨や上層の氷等、非球
形気象粒子による減衰や交差偏波識別度
(XPD)劣化に伴う偏波間干渉増加による性能
劣化を主としてコンピュータシミュレーシ
ョンにより実施する。すでに、変調方式とし
て一般的な QPSK を用いた場合のミリ波帯直
交偏波共用回線の品質検討は研究代表者ら
によって論文化されているが、変調方式を８
PSK,16APSK，32APSK等に拡張して、直交偏波
共用と多値変調方式でどこまで高速・大容量
化が図れるか品質劣化補償技術の検討も含
めて定量的に解析する。 
（２）降雨減衰等、電波伝搬に伴う回線品質
劣化対策技術は、衛星放送上りリンク（フィ
ーダリンク）に適応可能な ①サイトダイバ
ーシチ技術 を取り上げる。衛星放送下りリ
ンクに適用する対策技術として、衛星搭載ア
ンテナにマルチビーム方式あるいは適応ビ
ーム成形方式を採用し、地上降雨域にアダプ
ティブに衛星送信電力を増力する ②衛星
送信電力制御方式 （図１参照）と、情報の
一部を時間差をおいて複数回送信する ③
タイムダイバーシチ方式 を取り上げる。こ
れらの降雨減衰対策技術の効果を評価する
ために、日本国内で観測された降雨強度、降
雨減衰データを使用する。さらに、アジア多
雨地域の降雨減衰観測例として、タイ、バン
コクで観測された衛星タイコム２号、３号の

受信信号強度データを解析する。 
 
 

 
 図１ 衛星送信電力制御方式のイメージ 
 
 
４．研究成果 
（１）多値変調方式の適用 
 変調とは電波に情報を乗せる操作である。
本研究では先行研究に次ぎ、16 値と 32 値の
QAM、APSK を扱う。これらは振幅変化と位相
変化の並用で変調を行う。図２に 16QAM及び
16APSK のコンステレーションを示す。APSK
変調については、内外の信号点の振幅比や位
相差によってビットエラー特性（BER 特性）
が異なるので、APSK 変調方式についてはそれ
らの最適化を行ったうえでシミュレーショ
ンを実施している。 
 
 

図２ １６QAM及び１６APSK のｺﾝｽﾃﾚｰｼｮﾝ 
 
 

 
図３ 各変調方式の BER特性 



 

 

図３は検討した変調方式の BER 特性である。
ここでは、直交偏波共用回線を採用するため、
同様な変調方式の信号が干渉源として存在
する場合をシミュレートした。干渉は降雨が
球形でないために生ずる交差偏波識別度
（XPD）劣化が原因とし、降雨減衰と XPD の
関係式を用いて降雨時の BER 特性を求めた。
この時、場所を東京とし、適切な晴天時 CN
比を仮定している。図４は、32APSKの変調方
式の BERの累積分布を示す。図中のσ0は個々
の雨滴の傾きのばらつきを示す量で実際の
雨では 30度程度とされている。この図から、
「偏波共用なし」の場合と「σ0=30度」の場
合とで BER累積分布に大きな違いがないこと
がわかる。このことは、偏波共用を行なって
も降雨による交差偏波識別度劣化はそれほ
ど BER の劣化に影響しないことを意味する。
BER特性は、CN比を直接減ずる降雨減衰によ
って大きく劣化する。つまり、降雨減衰対策
さえ成功すれば偏波共用によって伝送容量
を倍加させることがこれらの変調方式でも
可能であることがわかった。 

 
 図４ BER 特性の累積分布(32APSK変調) 
 
（２）降雨減衰対策技術 
① 降雨減衰測定システムの構築 
 降雨減衰の時系列を測定するために、 
 
ア 実験衛星 WINDS信号受信システム 
イ 放射計による天空雑音測定システム 
 
を整備した。天空雑音測定システムは、図５
に示す簡易型の放射計で天空の任意の方向
からの降雨雑音を測定できる。ここでは、２
周波数（１０及び３６GHｚ）の放射計を用い
て、アの WINDS方向の観測を実施した。これ
らの２周波数の雑音温度から WINDSの信号の
周波数における降雨減衰を推定し、実測した
降雨減衰との比較を通じて簡易放射計によ
る降雨減衰推定の有効性を確かめた。 
 図６は、実測降雨減衰と簡易放射計による
降雨減衰推定結果の比較である。１０GHｚ放
射計による降雨減衰推定結果は WINDS信号に
よる実測降雨減衰とも良く一致し、RMS 誤差
はこの間の観測結果に対して０．３３ｄB と

なっている。これは、１０GHｚ放射計で WINDS
信号周波数１８GHｚの降雨減衰を 0.5dB以下
の誤差で推定可能であることを意味し、この
簡易放射計が降雨減衰の推定に有効である
ことがわかった。さらに、放射計は任意の方
向の雑音を計測できることから、任意の方向
に対する降雨減衰を推定できる利点を有し
ている。 

 図５ １０GHｚ 放射計の外観写真 

 
図６ 放射計による降雨減衰推定例 
 
 
② １分降雨強度データによるサイトダイ
バーシチ効果の評価 
 気象庁から提供された関東地方の１３箇
所で観測された１分毎の降雨強度データを
もとに、サイトダイバーシチによる降雨減衰
対策の効果を評価した。ダイバーシチの効果
を図７の赤矢印に示すダイバーシチゲイン
で評価する。つまりダイバーシチゲインとは、
２ヶ所のうち降雨強度の小さい場所の降雨
強度に対応する降雨減衰が回線品質劣化の
原因とするもので、等価的に１箇所のときに
比べて降雨強度が小さくなったことになる。
累積分布上である累積時間率に対する降雨
強度の減少量をダイバーシチゲインとして
いる。 
 ここでは、１３箇所のうちの任意の２ヶ所
でサイトダイバーシチを実施したとして、２
ヶ所の距離に対する空間相関係数を求め、そ
の距離依存性を式でモデル化した。そのモデ
ル化から求められる、ダイバーシチゲインと



 

 

実測のダイバーシチゲインとを比較してよ
く一致することを確かめた。さらに、衛星軌
道や周波数（２２GHｚ）を仮定して降雨強度
を降雨減衰に変換してダイバーシチゲイン
を算出し、従来国際電気通信連合（ITU）で
推奨されている実験式との比較を行った。図
８は距離に対するダイバーシチゲインの変
化を回線稼働率 99, 99.9, 99.99%につい
て示したもので、実線で示したモデルと実測
結果が良く合っていることがわかる。図９は、
ITU の実験式から求められる結果を太い実線
で、我々のモデル式の結果を細い実線で示し
たものである。稼働率が小さい場合（99及び
99.9％）には ITUと我々のモデルが良くあう
ことがわかるが、稼働率 99.99％の場合には
おおきな差があることがわかる。この差異に
ついては今後検討が必要とおもわれる。 

 
図７ ダイバーシチゲインの考え方 
 

図８ 距離とダイバーシチゲイン 

図９ モデル式と ITU 実験式の比較 

③ 降雨減衰データによるタイムダイバー
シチ効果の評価 
 衛星放送ダウンリンクの降雨減衰対策と
してタイムダイバーシチがある。タイムダイ
バーシチとは図１０に示すように、情報の一
部ａを時間遅れ Tを持たせて再送する方法で、
ａ＝１であれば再放送となる。再送された情
報のうち、どちらか降雨減衰の被害を受けて
いない方を受信情報とするダイバーシチ法
の一種である。 

 
図１０ タイムダイバーシチ法のイメージ 

図１１ タイムダイバーシチの効果（日本） 

図１２ タイムダイバーシチの効果（タイ） 



 

 

 図１１は、日本の鹿島で８年間に観測され
た 19.5GHｚの衛星電波の降雨減衰累積分布
である。図では、ダイバーシチを行わない場
合の分布に加えて、タイムダイバーシチを実
施し、時間遅れを２分から２４時間とした場
合の等価的な累積分布を示している。累積時
間率が小さな領域ではたとえ短い時間遅れ
でも大きなダイバーシチゲインが得られて
いることがわかる。 
 図１２は同様にして、アジア多雨地域であ
るタイ、バンコクで１年間に観測された 12GH
ｚの衛星電波の降雨減衰累積分布である。同
様にして、タイムダイバーシチを行わない場
合と行った場合とを比較すると、数分の時間
遅れでも数ｄB のダイバーシチゲインが得ら
れることがわかる。このように、アジア多雨
地域でもタイムダイバーシチによって累積
時間率の小さな領域で大きなダイバーシチ
ゲインが得られることがわかる。 
 タイムダイバーシチは、２１GHｚ帯衛星放
送のような容量に余裕がある場合には強力
な降雨減衰対策といえ、すでに ITU で衛星放
送用周波数として割り当てられている２１
GHｚより大きな４２、７４GHｚ帯の場合には
降雨減衰対策として有力な候補となる。 
 

 
図１３ １局モニタ法衛星送信電力制御 
 

図１４ 衛星送信電力制御の効果 

 
④ 衛星適応送信電力制御の評価 
 衛星送信電力制御法は、図１にイメージを
示すように、降雨が生じているエリアへの送
信電力を増加させる方法である。原理はわか
りやすいが、以下の課題がある。 
－増力ビームを実現させる衛星搭載アンテ
ナ等のハードウエアの開発 
－増力させる電力をどのように決めるか 
前者については、NHK 放送技術研究所におい
て、アレイアンテナによる増力ビームの形成
について研究が進められており、２１GHz 帯
衛星放送を念頭に置いた開発へと研究が進
展している。後者については、いくつかの方
法があり、ビーム内降雨減衰をなんらかの方
法で知り、そのピーク値で増力する方法、平
均値で増力する方法、ビーム内にモニタ局を
用意し、その局で観測された降雨減衰量で増
力する方法、固定量の増力を行う方法などの
方法がある。 
 図１３は、上述の方法のうち、ビーム内に
モニタ局を１局用意し、その降雨減衰量で衛
星送信電力を制御する１局モニタ法のイメ
ージ図である。当然、モニタ局の場所は、衛
星の送信能力の制限範囲で完全な降雨減衰
補償がされる。しかし、モニタ局から離れた
受信者 DTH-A、DTH-B については、どのよう
な効果が期待できるかが十分検討されてい
ない。定性的には、モニタ局に近い DTH-A 受
信者の方が、遠い DTH-B受信者より効果的な
降雨減衰補償がされることが予想される。図
１４は、このような１局モニタ法による衛星
適応送信電力制御を実施したときの実効的
な降雨減衰累積分布を示している。周波数は
２２GHｚとしている。この図を求めるにあた
って、英国での降雨強度観測結果を用いて、
２ヶ所の降雨強度結合確率分布を２次元の
対数正規分布で近似し、２ヶ所の降雨強度の
類似度を空間相関係数 ρで定量化してい
る。この場合、ρはモニタ局の地点と受信者
の地点の降雨強度の相関係数である。図から、
空間相関係数 ρが 0.7と大きい場合には破
線で示すように、大きなダイバーシチゲイン
を得ることができる。しかし、ρが０、すな
わち無相関の場合には、ほとんどダイバーシ
チゲインが得られないことがわかる。これは、
前述のモニタ局に近ければ大きな降雨減衰
補償効果が得られるという定性的な結果を
定量的に裏付ける結果となっている。 
 衛星送信電力制御法は、日本及びイタリア
のみが研究している状況であり、降雨強度の
空間相関特性を考慮して、最適なビームサイ
ズを求めること、日本全体の降雨状況を解析
して最適な増力ビーム数、増力量を求めるこ
と、前述の増力情報のフィードバック法とし
て何が最適かを求めることなど、まだ、多く
の課題を残している。 
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